
（別添２） 

 

国庫補助協議額積算上の費目単価 

 

 事業の実施主体は、本事業を申請するに当たり、積算内訳に計上する経費については、

原則として次に掲げる基準額の範囲内で積算するものとする。 

 ただし、以下に規定されていない経費または基準額によることが困難な理由がある場合

であって、使用する経費の積算および使用する理由が明瞭かつ的確に示すことのできる書

類を作成の上、評価委員会に予め提出した結果、事業が採択された場合にはこの限りでは

ない。 

 

１ 報酬(検討会等の委員手当)[円/回] 

ア．委 員 長     １６,８００円 

イ．委  員     １４,４００円 

※ 単なる業務上の打合せは、検討会等には含まない。 

※ 検討会等に応募団体の役職員が出席した場合の当該役職員に対する報酬は補助 

対象外である。 

 

２ 賃金(雇上賃金)[円/日] 

研究の実施主体の給与規定等によるものとする。規定が無い場合は、地域の実情を 

参考に、人件費の支給基準を決裁等により予め決定しておくこと。 

  ※ 本事業から支弁する賃金について、本事業以外の業務・出張等に支弁しないこと。 

 

３ 報償費(講演会等の講師謝金)[円/時間] 

ア．大 学 教 授 級     ７,１００円 

イ．准 教 授 級     ６,２００円 

ウ．そ の 他     ４,７００円 

※ 応募団体の役職員が行った講演に対する謝金は補助対象外である。 

  ※ 事業採択後は、報償費の支払いについて、会議への出席依頼や、会議の開催日時、

内容等を示す資料を整理しておくとともに、支払日、支払理由、支払先及び額等を

明記した管理簿を作成し、領収書（無い場合は銀行振込受領書等）とともに適切に

管理し、保存すること。 

 

４ 報償費(原稿執筆謝金)[円/原稿用紙（日本語４００字）１枚当たり] 

２，０００円とする。ただし、執筆者、内容等により増減額できるものとする。 

※ 応募団体の役職員が行った原稿執筆に対する謝金は補助対象外である。 

 

 

 

 



５ 会場借料 

会議等を行う際は、法人施設の会議室を利用する等経費の効率的執行に心掛けること。 

なお、有料の会議室を使う必要がある場合は、参加人数、会議の規模等を考慮し、必

要最小限の経費で使用できる会場を選択すること。 

 

６ 会議費 

委員１人当たり５００円を基準とする。 

 

７ 旅費 

最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合の旅費により計算した額（航空

機においてはエコノミークラス以外、鉄道等においてグリーン車等の特別料金は認めら

れない）。ただし、事業遂行上の必要又は天災その他やむを得ない事情に因り最も経済的

な通常の経路又は方法によって旅行し難い場合には、その現によった経路及び方法によ

って計算した額。 

なお、タクシーは、やむを得ない場合を除き認められない。 

※ 旅費の支出にあたっては、業務の遂行上必要と認められる合理的な人数および期

間とすること。 

※ 旅費は、原則精算払いとすること。（概算払いの場合は必ず精算を行うこと。） 

※ 海外渡航経費は、事業遂行に必要不可欠と認められるもの以外は補助対象外とす

る。 

※ 先進地等の視察を目的とした旅費は、真に必要と認められる場合を除き、補助対

象外とする。 

※ 会議等の出席の際に懇親会等の経費が含まれている場合は、当該経費を控除した

額を対象とすること。 

※ 協議書での旅費の積算は、事業目的との関連性を明確にするため、旅行目的、旅

行先、人数および回数等をできる限り具体的に明記すること。 

※ 旅費の積算に当たっては、応募団体の規定に沿って積算すること。  当該規定

については、追って提出を求める場合がある。なお、規定がない場合は、国家公務

員の旅費の支出基準等を参考に、旅費の支給基準を決裁等により予め決定しておく

こと。 

※ 事業採択後は、旅費の支払いについて、支払日、旅行目的、支払先、区間及び額

等を明記した管理簿を作成し、領収書等と共に適切に管理し、保存すること。 

 

８ 備品購入費 

   通常、事業所に備えている備品（例：パソコン、ソフトウェア（ＯＳ、文書作成ソ

フト、表計算ソフトなど一般的な事務処理に要するもの）、プリンター、ＩＣレコーダ

ー、デジタルカメラ、タブレット型携帯端末、コピー機、机・椅子、キャビネット、

自動車、電話（携帯電話を含む）など）は、補助対象外である。 

 

  



９ 委託料 

委託料を計上する場合は、あらかじめ業者から見積書を徴すること。当該見積書に

ついては、追って提出を求める場合がある。 

   契約予定価格が１００万円（消費税込み）以上の契約を行う場合は、複数の見積書

を徴した上で契約を行うか、競争入札に付すこと。 

  ※ 国庫補助所要額のうち、委託料の占める割合は５０％未満とすること。（事業実績

時においても、当該経費が５０％以上にならないよう留意すること。） 

 

10 使用料及び賃借料 

事務所、駐車場の賃料については、補助対象外とする。 

ＯＡ機器類（パソコン、プリンター、コピー機、机・椅子、キャビネット等）のリ

ース料は補助対象外とする。 

 

11 その他の経費 

社会通念上相応の単価を用い、事業内容に照らして適切な員数、回数、数量等を見

込んで積算すること。 


